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１． はじめに 

 

筆者は現在、グローバル IT 企業の研究開発部門に所属し、事務系・企画系の職務を

担当している。文系出身で技術者ではないが、自社は企業向けの生成 AI ソリューシ

ョンを提供しており、この最先端技術の主戦場に近接する領域で業務を行う立場だ。 

 

生成 AI は B2B のみならず B2C の領域でも急速に普及しているが、これまで新しい

テクノロジーが社会に登場した際に繰り返されてきたように、この最新技術において

もデジタル・デバイドが発生し、取り残されている人たちがいるのではないかと素朴

な疑問を抱くようになった。今や生成 AI を活用することは一般常識レベルのことで

あるかのように喧伝されているが、超高齢化が進む我が国において、特に高齢者たち

は取り残されてしまうのではないか？ しかし一方では、人口減少が進むなかで、誰

もが生成 AI を活かしていかなければ、社会は発展できないのではないか？ このよ

うに相反する疑問がある中、どのような課題が存在し、どのような方向性の解決策が

あり得るのか、そして直近の日本社会はどのように変遷していくのか考察してみたい

と思うようになったのが本論文執筆のきっかけである。なお、本論文は生成 AI のビ

ジネスにおける導入ではなく、高齢者の個人生活における利活用を研究のテーマとし

ている。また、議論の対象としては高齢者が使用する行政サービスに限定している。

民間サービスを含めないのかという指摘は当然あるが、筆者の職務上の立場や調査先

からの情報取得の制約などを考慮すると短期間で十分な研究を進めることが難しいた

めである。筆者は生成 AI の開発や販売を担当している訳ではないため、本研究の分

析や考察はすべて、政府や自治体の公式資料、一般に入手できる書籍やレポート、メ

ディア記事および、自身が直接行ったアンケートとヒアリング結果に基づいて行った

ものである。技術的な正確性に欠ける部分は散見されるかも知れないが、自治体の職

員をはじめ、むしろ専門家ではない一般の読者にとって何らかしらの有用な気づきや

学びのきっかけを提供できれば幸いである。 

 

第 2 章では、まずは導入部として、個人による生成 AI の利活用の現状を把握し、高

齢者と生成 AI の接点を概観する。そして、デジタル・デバイド解消の視点も織り込

みながら、この最先端技術の利活用を促進し得る要素を洗い出すことを試みる。 

第 3 章では、超高齢社会日本の実態と課題、今後の展望を踏まえて、政府や自治体が

どのような政策・施策を実施していく計画なのかを理解しつつ、高齢者全般および単

身高齢者の QOL と、テクノロジーの利活用が QOL に与える影響について考察を開始

する。 

第 4 章では、政府の高齢社会対策大綱の骨子と、それを受けた自治体の高齢者関連施

策の現状と課題、総務省が推進する自治体 DX 推進計画の要請と生成 AI 導入状況に

ついて理解を深める。加えて、民間調査機関が発表した労働供給制約社会の到来とい

う近未来予測の自治体施策に対するインパクトを考察する。 
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第 5 章ではこれまでの議論を総合的に踏まえ、自治体による高齢者支援業務の現場に

どのように生成 AI が導入され得るのか、そして、それが高齢者全般や単身高齢者の

QOL 向上にどのように寄与し得るのか、筆者なりの考察と結論を導き出す。その作業

を行うにあたり、考察のための論点を幾つかの観点で整理し、本稿を読む可能性のあ

る自治体関係者や高齢者支援業務に携わる事業者に検討の材料を提供することを目的

とする。 

第 6 章では、本研究では調査のできなかった対象や今後さらに考察が必要な領域につ

いて明確にした上で、本稿の締めくくりとする。 

 

２． 生成 AI の個人利用と高齢者の課題 

 

2022 年 11 月の ChatGPT の一般公開以来、生成 AI のエンジン（大規模言語モデル 

– LLM）や関連技術は目まぐるしい速度で発展を続けている。自然言語を高いレベル

で理解する生成 AI は従来の AI とは一線を画しており、この驚異的新技術の登場によ

る一連の動きを「第 4 次 AI ブーム」と位置付ける実務者も多い。ビジネス界やアカ

デミアでは生成 AI が急速に浸透していき、ビジネス・パーソンとしては否応なしに

自分事として向き合うことが求められる中、個人生活における利用状況はどうなって

いるのだろうか。 

 

2024 年の総務省の調査によれば、生成 AI を利用したことがある割合は全年齢層平均

で未だ４分の１強で、高齢者層においては 15％程度まで落ちてしまう。生成 AI を利

用しない主な理由で

は、「自分の生活や業

務に必要ない」「魅力

的なサービスがな

い」「使い方がわから

ない」が上位３位を

占めている。現時点

では好む好まざるに

関わらず業務等で使

用する必要性が無け

れば、高齢者が生成

AI などの高度な技術

に積極的に関わるイ

ンセンティブは無さそうだ。 

 

生成 AI 以前の話として、デジタル技術の利活用については常にデジタル・デバイド

の課題が存在してきた。PC や携帯電話に始まり、現在のインターネットやスマート

フォンの利用においてもこの課題は根強く残っており、政府や自治体は毎年政策・施

図表１. 個人における AI の利用状況 

出所： 総務省 令和 7 年版情報通信白書 



2025 年度 グラデュエーションペーパー予稿 8824202 及川政志 

5 
 

策の柱としてデジタル・デバイドの解消を掲げ、講習会の開催などを促進している。

しかし、生成 AI のような難解かつ、人々の生活への影響が広範囲にわたる先端技術

については、単なる講習会の実施だけで済まなくなっていくだろう。AI は今後、電

気・ガス・水道などと同様に公共インフラとなっていくことは確実だ。そのような社

会において、高齢者が取り残されないためには、我々は何をしていくべきなのだろう

か。本章ではこの観点も含めながら、高齢者の AI 利活用促進の要諦を探る。 

 

３． 都市部の単身高齢者の QOL という課題 

 

日本は「高齢化社会」（高齢者比率が人口の７％）、「高齢社会」（同、14％）を経て、

「超高齢社会」（同、21％）に突入している。最新の『高齢社会白書』によれば、65

歳以上の人口は 3600 万人を超え、比率は 29.3%にもなっている。「高齢化問題」と聞

くと我々はつい、地方の過疎化に伴う限界集落などをイメージしがちだと思うが、実

は都市部における高齢化も非常に進んでおり、昭和の時代に建てられた巨大団地の高

齢化問題などはニュースでもお馴染みの話だ。特に問題なのは単身高齢者の増加で、

例えば東京 23 区の高齢者全体に占める単身高齢者の比率は 28.4%と、全国平均の

19%を大きく上回っている。区によっては 30％を超えており、所管の自治体にとって

は対策が喫緊の課題となっている。 

 

図表２. 東京 23 区の高齢者人口に占める単身高齢世帯の割合 

           出所： 北区 住まい・住環境を取り巻く現状（データ集）, 2025 

 

本研究では高齢者全般や単身高齢者の QOL に対する生成 AI の影響を主題としている

が、高齢者の QOL はどのような要素で構成されているのだろうか。当該領域の QOL

指標には複数の標準があるが、WHO の定義では、「感覚能力」（Sensory abilities）、
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「威厳」（Autonomy）、「過去・現在・未来の活動」（Past, present and future 

activities）、「社会参加」（Social participation）、「死と死にゆくこと」（Death and 

dying）、「他社との親密さ」（Intimacy）の６項目で 24 の質問に回答する形で数値を

出すようになっている。これらの QOL 指標は当然、生活環境における様々な要因に

よって影響を受けるが、デジタル技術の利活用が及ぼす影響についても多数の先行研

究がある。ただし、それらは主にスマートフォンやインターネット、ビデオ・コミュ

ニケーション・アプリの利用によるものであって、AI の利用と直接関連付けた研究は

現時点ではほとんど無い。 

 

図表３． 世界保健機構 WHOQOL-OLD の定義 

                                            出所： WHO の資料を基に筆者作成 
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４． 自治体の高齢者向けサービスの現状と課題 

 

第 2 章・第 3 章では、生成 AI の個人利用の状況および世代別の違い、超高齢社会日

本の現状とデジタル・デバイドの課題について概観した。第 4 章では、内閣府の高齢

社会白書や東京都の高齢者保健福祉計画をはじめ、政府と自治体が高齢社会対策とし

てどのような政策・施策を重点領域としているかを踏まえ、総務省が主導する自治体

DX 推進計画が

目指すゴールと

進捗の現状、高

齢者支援の現場

における課題と

生成 AI を活用

した新たな行政

サービスの展望

について、公開

資料および、筆

者自身が東京 23

区を対象に実施

したアンケート

とヒアリングの

結果から整理を行う。 

 

図表５. 高齢者支援業務に生成 AI を導入する際の課題 

図表４. 自治体における生成 AI の実証実験・導入状況 

出所： 総務省 自治体における生成 AI 導入状況, 2024 

出所： 23 区へのアンケートとヒアリング結果をもとに筆者にて作成 
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また、リクルートワークス研究所が 2023 年に発表した『未来予測 2040』で示され

た、2040 年には 1100 万人規模の労働需給ギャップが発生し、人々が必要とする生活

維持サービスの維持が困難になる「労働供給制約社会」が訪れるという予測から、現

役世代に比べて自治体の行政サービスへの依存度が大きい高齢者の支援分野での DX

推進の必要性についても触れる。 

 

図表６. 労働供給シミュレーション 

 

 

図表７. 労働需給ギャップとその解決策の概念図 

 

出所： リクルートワークス研究所, 「未来予測 2040」, 2023 

出所： リクルートワークス研究所, 「未来予測 2040」, 2023 
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５． 考察と結論 

 

第 5 章では、前章までで確認した生成 AI の利活用状況、政府と自治体が掲げる高齢

社会対策と東京 23 区区役所における高齢者支援業務の課題、労働人口急減による行

政サービスへの影響と自治体 DX 推進の現状を総合的に踏まえ、生成 AI が高齢者支

援の領域でどのような価値創出に寄与し得るのかを考察する。考察にあたっては、

「民間企業の DX との対比で考える行政サービスの DX の考慮点」、「生成 AI のユー

ザーとサービス提供者の３種類の接点タイプ」、「５W１H で考える生成 AI の導入」

という３つの論点で分析を深める。 

 

生成 AI を活用した新たな行政サービスの可能性としては、経営学で言うところのイ

ンクリメンタル・イノベーションに当たる、従来のサービスの延長戦上にあるもの

と、同、ディスラプティブ・イノベーションに当たる、既成概念を打破した新たなサ

ービスを考えることができるが、技術進化のスピードや導入環境の様々な制約を考慮

したとき、どのような機能と価値創出が実現可能なのだろうか。 

 

図表８. 生成 AI の能力を活用した新たな行政サービス 

 

AI エージェントやフィジカル AI などの最先端の技術が凄まじいペースで開発されて

いく現状に対して、民間組織とは異なり正確性・公平性と説明責任を最重要視しなけ

ればならない公共セクターにおいては、生成 AI の導入には様々な制約が課される。

とは言え、確実に労働人口が減っていく近い将来において、自治体 DX を進めること

で高齢者支援の行政サービスのレベルを維持しなければならないとき、業務変革と自

治体職員の意識改革、そして、新たな形の行政サービスに対する住民側の理解は確実

に必要となる。各種法規制や条例、予算や DX 人材の不足、高齢者自身のデジタル技

術へのスタンスを総合的に考慮し、本研究の結論として、３つの提言を示した。第 3

章のデジタル・デバイドのところで議論したように、ICT 機器の利活用に関しては、

これまで高齢者は若者に比べて使い方の習得に困難が多く、なかなか浸透は進まなか

出所： 筆者にて作成 
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った歴史がある。しかし、自然言語で対話するだけで使うことができる生成 AI の利

活用においては、目的の定義、長い人生経験に基づいた深い知識を活用した AI との

やり取りなど、高齢者の方がむしろ有効に活用できるという意見も多数ある。これら

の相反する要因を総合的に踏まえた提言を行ったつもりだ。 

 

１つめは、特に単身高齢者の QOL 低下に非常に大きな影響を及ぼす孤立・孤独の解

消や認知症の予防対策として、生成 AI のアバターを用いた雑談アプリの導入であ

る。理由としては、法律や条例のもとに実施される行政サービス提供プロセスにおい

て生成 AI を活用する際には、単にテクノロジーを導入すれば済むという訳にはいか

ない場合もあるため、既存の行政サービスと直結していないアプリによる周辺サービ

スのようなものが導入のハードルが低いと考えるためである。 

 

２つめは、アクティブ・シニアなどのテクノロジー活用に積極的な集団を育成し、高

齢者が高齢者に生成 AI の使い方や必要な AI リテラシーを教えるコミュニティ機能の

形成を自治体が後押しすることだ。本編の第 2 章で事例を紹介しているが、IT 関連の

教育というと、つい知識と利用経験に長けた若手が講師を担当することが多い。しか

し、情報技術の習得過程で発生する様々な課題や悩みを共有できる同世代同士で教育

を行うことは、適切な指導方法の実施や信頼関係の構築の観点で優位なことが判って

いる。3600 万人という非常に大きな母集団の AI リテラシー向上を実現するために

は、コミュニティ機能を体系的に構築していくことが有用だろう。 

 

そして３つめは、高齢者支援業務への一律の生成 AI 導入を進めることのハードルを

考慮し、行政サービスへの同技術導入の知見と成功・失敗事例などのナレッジベース

を集約する CoE（Center of Expertise もしくは Center of Excellence）的組織を自治

体内に設置することである。これはかなり民間企業のビジネス・アプローチに寄せた

ソリューションだが、法律・条令に基づいて運営されている故に、異なる自治体間で

も共通部分が多い行政サービスの世界においては有効となるはずだ。区役所の中への

設置が難しいようであれば、都道府県単位でも構わないし、GovTech 東京のような組

織内に設置しても良いだろう。 

 

６． 本研究の限界と今後の研究課題 

 

本研究を進めるにあたっては、高齢者支援業務に従事する自治体の職員を対象とした

独自調査と、政府や自治体の公開情報、当該分野の書籍やレポート、新聞記事を基に

考察を進めたが、高齢者自身への直接的な調査は行えていない。また、生成 AI を自

治体業務に実際に導入する際の現実的アプローチについては議論しておらず、この最

先端技術の導入に伴うセキュリティ・リスク、プライバシーや倫理的側面、新たな問

題として発生し始めている AI 依存症などについては考察できていないことから、今

後はこれらの分野の研究も追加で求められる。 
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